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はじめに 
 慶南地域問題研究院は、韓国慶南馬山(マサン)市にある慶南大学校の付設研究院である。
この中期発展計画は、同研究院が、地方の活性化に重点を置き、グローバル化の中で、真の
地方化を目指すため立てた中期計画である。また 2004 年に同研究院と専修大学（以下、専大
とする）商学研究所は初めて組織間の国際協定を締結している。 
 2005 年 10 月 22 日に同研究院、専大大学院、専大商学研究所の共催により開催された日韓
国際シンポジウムにおいて、同研究院の発展計画の概要が発表された。発展計画の内容には、
地域と研究院との関り他専大商学研究所の今後にもいくつかの示唆を含むものがある。報告
概要を『商学研究所報』において掲載することは意義あることである（計画概要は国際シン
ポジウムにおける配布資料等を中心にまとめたものであり、一部誤解等もありうる。この点、
関係者のご寛容をお願いしたい）。 
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１．研究院の現況 
（１）沿革及び設立目的 
 慶南地域問題研究院は、地域社会の政治・経済・開発・社会・文化に関る学術研究及び自
治体の政策研究を遂行し、その結果を発表・普及していくことを目指して、1994 年 11 月２
日に設立された研究院である。 
 同研究院は、1994 年の開院以降、国内学術セミナー、国際セミナー等様々な学術行事を行っ
てきた。また、同研究院は、2006 年には、アジアの「日・韓・中共同国際シンポジウム」開
催を予定しており、専大商学研究所も参加予定である。 
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（２）研究院の組織体系 
 同研究院には、11 の専門研究室があり多様で細かい研究対応が可能となっている。 
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（３）研究院の研究者等の構成 
 構成メンバーに研究支援の役割を持つ理事が 12名存在している。理事メンバーは、地元の
市長、郡主、商工会議所会長等 12 人で構成されており、専大商学研究所にはない組織構成で
ある。 
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（４）地方自治研究室 
 地方自治研究室では、研究部門の対象として、大きく３つに分類して研究を行っている。 
１．地方自治体の活動と運営に関する分野 
２．中央と地方政府との権限配分に関する分野 
３．教育に関する制度の活動と運営に関する分野等を研究している。 
 具体的には、①地方政府会議の活動や成果分析②地方政府の組織と権限に関する調査③地
方政府の財政拡充に関する分析調査などがある。 
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（５）地方情報化研究室 
 地方情報化研究室の主な研究部門は以下の通りである。 
１．地域情報化の定着 
２．地域情報体系の構築に関する調査 
３．地域内のデータベースの構築及びネットワークの基盤作りに関する研究 
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（６）地域経済研究室 
 地域経済研究室では、以下の研究部門を分析している。 
１．地域経済・金融分野に関する研究 
２．地域経済における発展課題の提起及び調査研究 
３．地域内における産学協同の活性化に関する調査研究 
 この分野の研究は、次の地域経営分野の研究とともに専大商学研究所との有望な共通研究
分野といえる。 
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（７）地域経営研究室 
 地域経営研究室では、地域内における企業の会計及び経営政策に関する調査分析をしてい
る。同研究室では、地方自治体から依頼を受けた幾つかの受託研究が行われてきた。同室で
は、地方自治体が経営難に苦しんでいる企業経営の合理化案を模索して、地元市民がよりよ
い環境で暮らせるような基盤をつくることを目指している。 
 専大商学研究所との組織間協定の動機もこの分野での共同研究にあった。今後の積極的な
共同研究が望まれる。 
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（８）地域開発・環境研究室 
 地域開発・環境研究室では、地域（慶南）の特徴をいかした空間構造の再構造や産業構造
の高度化戦略に関する新たな戦略を打ち出している。 
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（９）地域文化・芸術研究室 
 地域文化・芸術研究室では、地域市民の文化生活の向上に関する研究を行っている。また、
地域の文化遺産の発堀及び保全に関する研究、慶南地域における文化の啓蒙に関する研究に
力を入れている。 
－ 30 － 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（10）地域福祉・観光研究室 
 地域福祉・観光研究室では、文化遺産が多い慶南をよりよく全国に知らせるため観光関連
部門のネットワーク作りに関する研究をしている。 
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（11）教育・研修室 
 教育・研究室では、慶南地域に所在している教育関連施設における教育・研修プログラム
の開発及び運営に関する研究をしている。 
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（12）社会調査研究室 
 社会調査研究室では、各種のアンケート調査やアンケート調査の諮問活動が行われている。 
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（13）これまでの成果―研究部門 
同研究院の研究成果についてはレジュメに掲載した通りである。特に、注目することは、
地方自治体等からの同研究院にプロジェクトの依頼があり、毎年、約 10 件のプロジェクトを
遂行している。これは、これまでの研究成果が評価された証である。 
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（14）これまでの成果―学術行事 
同研究院は、地方自治体のプロジェクト以外にも定期学術行事に力を入れている。また、
月影台フォーラムと馬山２１フォーラムでは、慶南地域(馬山、昌原、鎭海等）の懸案問題を
扱うなど地域問題に関する研究会などが行われている。 
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２．発展計画及びあり方 
（１）発展計画体系図 
 同研究院の中期発展計画（2010）は、「慶南研究の最高総合研究機関」を目指している。こ
の計画は、研究・教育・奉仕に基づいて次のような４本立ての取り組みを行う予定である。
①内部力量の強化②ネットワークの構築③地方化時代の促進④運営自立・効率化の達成 
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（２）在り方 
 中期発展計画を充実していくことにより、本研究所は地方化時代の推進センターとして地
域発展の中枢的役割を果たすことが期待される．計画の内容：「研究叢書」「月影台 FORUM」「馬
山 21FORUM」の出版、学術情報，地域リーダーの集積センターとしての確立などがある。 
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３．事業の推進戦略 
（１）段階的事業推進日程 
 上記の図表は、中期発展計画を段階別事業推進日程を示したものである。第１段階：基盤
構築段階（開院～2005 年）⇒第２段階：跳躍段階（2006 年～2009 年）⇒第 3 段階：自律発
展段階（2010～）。この計画の最終的な目的は、同研究院運営の自立化である。 
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（２）研究事業 
 同計画における事業の推進戦略は、①核心課題②重点課題③基本課題に分けて取り組んで
いる。また、それらの課題解決のため、それぞれ優先順位を明確にしている。それは、事業
の推進戦略をより効果的に進展させるためである。 
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（３）教育事業 
教育事業の一環としてまず、地域リーダーの養成に関するプロセスを明確にしている。 
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（４）奉仕事業 
 地域への奉仕事業としては，海外諮問活動や、コンサルティング・システムを確立しシス
テム、人員の集積点としての活動を考えている。 
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（５）研究院運営事業 
 研究院の運営にあたっては、海外との交流や広報活動、プロジェクトの立案，支援などを
行っていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
